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長崎から福島へ  

－次世代のために－ 

テーマ③ 医療支援と放射線健康リスクコミュニケーション 

大津留 晶 （長崎大学病院、永井隆記念国際ヒバクシャ医療センター） 

 

概要： 

現代文明は原子力エネルギーをはじめ各種放射線を、医療分野にかぎらず様々な分野で

利用している。放射線や放射性物質は、我々に多くの便益を供与するが、一方では人体に

複雑な影響を与え、まさに科学文明の光と影の両面が表れている。長崎・広島の原爆被災、

核開発・核実験、チェルノブイリ原発事故、福島第一原発事故は、その影の部分の究極で

あろう。原爆やチェルノブイリ原発事故の経験などから得られた放射線人体影響研究の成

果と、基本的な放射線健康リスクの理解をすすめるとともに、長崎からの被ばく医療支援

について紹介する。 

 

 

 

長崎大学医学部の前身である長崎医科大学と同附属病院は、昭和 20 年 8 月 9 日に長崎に落とされ

た原子爆弾により、医師、看護師、学生、患者その他教職員 900 余名が即死し、また即死を免れた

者でも、次第に特有の原爆症（急性被ばく症状）を呈して、亡くなった。当時人口 27 万の都市であ

った長崎市全体では昭和 20 年 12 月末までの死亡者数は 7 万 4 千人にものぼる。また 7 万 5 千人が

死に至らないまでも何らかの傷病を負ったと記録されている。そのような中、長崎医科大学では生

き残った医師や看護師らが被爆直後より消失を免れた小学校に仮診療所を設置し、被爆者の診療に



あたった。 

被爆者の障害と、他の空襲等による戦争被害者の障害の異なる点は、一見助かったように見える

人でもしばらくするうちに、脱毛、皮下出血や下痢・血便などの症状を呈し、亡くなる方がたくさ

んいたことである。これはいわゆる急性放射線障害と呼ばれる症状だが、被ばく医療に専心した聖

フランシスコ病院の秋月医師は、爆心地の近くで被ばくした人ほど急性放射線障害の症状が強く、

症状の程度や発現時期と距離の間に相関があることに気づき、それを『死の同心円』と呼んだ(1)。

しかし被ばくによる障害は、急性期が過ぎてもなお続き、その代表的なものが被ばく 5年後に急増

した白血病の発症である。そして被ばく後 15-20 年以上たってから、甲状腺癌、乳がん、胃癌など

のその他のがんの発生頻度が徐々に上昇し始め、被ばく後 66 年目の現在もそれは続いている(2,3)。

長期間の健康調査により原爆被爆の晩発性障害は、100mSv より認められ、多くの場合被ばく年齢が

若いほどリスクが明らかであることが示されている。 

被爆者の発癌の増加が問題とされはじめた昭和 37 年（1962 年）、原爆症の後障害を研究し、その

治療法の開発にあたるため、長崎大学医学部に原爆後障害医療研究施設が設立され、放射線誘発癌

などの臨床ならびに基礎研究が行われてきた。例えば、原爆でフォールアウトが多かった地域の被

爆者５０名のホールボディカウンターによる Cs-137 の内部被ばく量の検討では、1969 年には体重

60kg の成人で、平均 67.4 Bq だった。被爆者以外の同年代の市民 50 名の平均は、53.4 Bq だった。

両者に有意差は認めたが、1882 年のデータでは、いずれも 30 分の 1 程度の減少し、有意差はなく

なっていた（4）放射線誘発がんメカニズムは全て解明されたわけではないが、放射線の照射により

傷ついた細胞内における遺伝子の修復過程で、遺伝子の再配列や欠損が生じることによって、がん

遺伝子を活性化したり、がん抑制遺伝子が不活化する分子機序が一部明らかになっている(3)。 

1986 年（昭和 51 年）4 月 26 日未明、レベル７のチェルノブイリ原発事故が発生した。原子力発

電所の作業者、爆発・炎上している原子炉の消火作業に従事して汚染、被ばくした消防士など、約

350 人が急性放射線症候群の疑いで発電所近隣の医療機関からモスクワやキエフの病院へ送られた。

急性放射線症候群と診断された人は 203 名で、115 名が入院治療を受けた。そのうち 28 名が皮膚障



害、骨髄障害、胃腸管障害等により死亡した。骨髄移植等の治療も行われたが、十分な成果は認め

なかった。治療で最も難渋した症状の一つは、被ばく後数週間経って現れる熱傷様の放射線被ばく

皮膚障害であった。チェルノブイリ原発事故は、極めて多くの放射性物質が環境中にばら撒かれ、

膨大な放射能汚染地域が出現した史上最悪の原発事故となった。当時まだ東西冷戦が終結していな

い時期であったが、チェルノブイリ周辺地域の原発事故によるヒバクシャに対してそれまでの長崎

における被ばく医療研究成果を生かした国際医療協力を行うべく、山下俊一長崎大学教授をはじめ

とする長崎大学を中心としたメンバーにより、チェルノブイリ笹川プロジェクトの元、国際ヒバク

シャ医療協力活動が展開され、同地域の 20 万人の学童検診が行われた。その結果、チェルノブイリ

事故後 25 年を経た現在、現在のロシア、ベラルーシ、ウクライナ合わせて、約 5000 人以上の小児

及び若年成人甲状腺癌が発生したことが判明した(5)。そのほとんどが、事故当時 0歳から 10 歳未満

の子供達であり、地域によっては 100 倍以上の発生頻度の増加であった。また事故 1 年以後に生れ

た子供達の集団からは甲状腺癌の発症増加は見られなかったことより、短半減期の I-131 の内部被

ばくによって発生した癌だと推測される(6,7)。一方、長崎・広島で見られた白血病の増加は現時点

ではチェルノブイリでは認められていない(5,8)。チェルノブイリや福島の原発事故は、多数の住民

に放射線防護対策が必要な、極めて重大な原子力災害である。チェルノブイリ原発事故の場合、原

子力発電所で消火・除染等に従事した関係者以外で、汚染や被ばくのために事故初期に入院診療を

行った住民はいなかった。しかし内部被ばくによる甲状腺発がんと精神心理的影響が今日でも問題

となっている。 

福島第一原発の原子力災害においては、急性被ばくで症状を認めた患者は現時点ではいない。ま

たチェルノブイリの教訓より、部分的に不十分な点があるかもしれないが、様々な環境放射線汚染

に伴う摂取制限や出荷制限などがなされており、住民の内部被ばく低減に役立っている。被ばくに

よる病気が発症した方がいなくとも、放射線健康リスクに対する一般の方と医療関係者に対する災

害当初よりの放射線健康リスクコミュニケーションが、極めて重要であった。また、原発の事故を

終結させるため働いている防災関係者、作業員の被ばく事故に備えた緊急被ばく医療体制も重要で



ある。中長期においては、今後原発が順調に収束に向かったとしても、原発事故で放出された放射

性物質による低線量の内部被ばく、外部被ばくに対する放射線健康リスクとどう向き合うかが問わ

れている。 

放射線事故や放射線災害では、一般的な災害においても注目されている PTSD をはじめとする精

神的な影響が、最重要課題の一つとである(10)。さらに今回は、地震津波で原発のある福島浜通りで

は、親しい人を亡くされた方も多く、その悲嘆・苦悩に対するグリーフケアも大切であった。震災

にあった子供たちの手記が公開されているが（11）、それらは原爆被災後に永井隆博士が編集した子

供たちの作文や博士自身の著書を思い出させる（12）。我々は、世界中に多くの被ばく事故や核実験

の犠牲者が生れる中、医療専門家として国際ヒバクシャ医療協力を展開してきたが、旧ソ連の核実

験場であったカザフスタン・セミパラチンスクへの医療協力 (13)や、韓国や南米の原爆被爆者の支

援においても (14)、心のケアの専門家を 

アジアにおいて原発建設ラッシュ（表）が予想されているこれからの社会は、核テロの脅威もあ

り(14)、光と影の際どいバランスの上にある。さらに我々が医療上日常的に頻用している CT・血管

造影など様々な放射線画像診断や放射線治療も、放射線発がんやその他の後障害を考慮するケース

も存在する（15、16）。今回の原子力災害の経験からも、緊急被ばく医療領域の人的ネットワークの

構築が必要とされる (17)。 

最後に、放射線健康リスク制御に関する新しい学問領域の創設に、長崎・広島原爆被災の知識と

経験が幅広く活用され、平和構築の礎になるものと確信される。 
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